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要　約
　企業において，知財部門の役割を知らしめてその地位を向上させるべく，注力すべき特許の活用策について
の具体例を記述する。企業における知財部門の役割としては，旧来よりは良く認識されるようになって来た。
しかし不況時や企業の業績が良くない時などには，その活動が依然として認知されない等の不満を聞く。そこ
で知財部門としても従来よりもさらに精力的な活動を行い，それを広く社内外に知らしめる活発な動きが必要
とされる。例えば，出願・権利化，他社特許調査などを中心とする通常職務に加え，他部門と強く連携した知
財収支改善活動，自社特許の他社へのライセンス，協業時や事業終息時にも自社に残留・保持させる特許の幅
広い転用，係争対応の更なる深掘り，国際標準特許の取得促進などを加速することが重要である。本報告で
は，知財部門の社内における地位を格上げするための積極的な努力をすべきとの観点から，上記の活動につい
て一層の推進を促すための実例を実務の立場に立って説明したい。
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1.はじめに
　企業における知財部門の位置付けについては，社内
外で高いポジションを有している会社も一部ある。し
かし，概してまだその地位は高いとは言えないのが一
般的であろう。特に不況下で企業の損益が芳しくない
際には，人員の削減対象になることなどもありうる。
それでも 20 年以上前までと比べると，国及び民間の
取り組み（1）（2）にも影響されて大企業等ではその地位向

上もある程度はなされている。しかし，中小企業も含
めた多くの企業ではそうとも言えず，地位向上に向け
た更なるアクティブな活動余地が多く有ると思われる。
　企業に対する筆者の技術コンサルタントの浅い経験
からすると，社内では概ね図 1. のような見方で知財
部門を見ていることがある。ただし，会社のトップが
率先して知財の重要性やその地位向上に関して旗振り
役を担う会社などは別である（3）かもしれない。しかし，
概して企業内では知財部門に対して各部門とも意見や
不満があることは確かなようである。これらの不満の
中でまず第一に必要な事は，知財部門は事業（製造）
部門や研究開発部門と緊密な連携を取って協働活動す
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図1　企業内での知財部門に対する一般的な不満
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ることにより，まずは定常業務（主に事業のサポート
としての出願・権利化業務など）の充実化を推し進め
ることである。ただし，これだけでは全く不十分であ
るため，知財部門は更に積極的な活動を行ってその実
績を広く社内及び社外に知らしめる必要性は大であ
る。ここでは他部門からの不満を解消するためには，
どのような活動に積極的に注力すべきか，その際にど
のようなことに留意すべきか，について具体例から考
えたい。ポイントが多いため，総括的な説明にならざ
るを得ないが，主として電機メーカーの過去の実例を
基に記述する。なお，これらの方策の一部について
は，先進的で活発な知財活動を行っている一部の企業
ではすでに十分実施していることは言うまでもない。

2.目的別保有特許の活用策と着眼点
　本報告では，まず保有特許の活用策を重要と思われ
る図 2の 5項目に絞り込み，その着眼点についての概
要を示した。

　（1）は自社に保有・蓄積されている特許から新たに
有用な特許を見出し，これを他社との知財収支改善に
役立てることを目論むものである。どこの会社でもこ
れまでに蓄積してきた特許の中には，使い方によって
は有効なものが眠っている。それを見直し発掘，抽出
して日の目を見させることも必要と考える。さらに抽
出特許を本来の目的とは異なる他の事業にも転用し，
事業の下支えに生かすために技術部門と知財部門が協
働でシナジー効果を発揮させることができる。（2）は
すでに本誌において過去に述べたように（4），自社の特
許を他社に積極的に売り込み，ライセンス（技術供
与）に結び付ける一策である。この場合には，クロス
ライセンスなどで事業上の優位性確保に生かす活動も

図 2　主な特許の活用方策とその着眼点

含まれる。（3）においては事業終息や他社との協業の
際に，どの特許をなぜ自社に残留・保持させたかの視
点とその具体例を後述したい。（4）は他社との係争対
策や M&A，アライアンスを想定し，特許力の偏差値
を用いてその価値を評価する手法により，自社，他社
の特許がどのくらい価値のあるものなのかを比較検討
する例を記述する。さらに（5）において，開発した技
術を積極的に国際標準化し，かつその特許を標準（規
格）特許化させるという方策について述べる。加え
て，自社の特許のみならず他社からの購入特許もパテ
ントプールで活用して収入を得る実例などにも触れる。

3�.自社特許の発掘による他社問題特許への対応
と収支改善活動及び横展開

　3.1　目的による調査範囲の選別
　企業においては，定期的に保有特許の棚卸しを実施
するところもあるが，マンパワーの関係か保有特許の
有用性を詳細に見直しているとは言えないようであ
る。ある程度の件数を毎年出願し権利化している企業
であれば，数多くの保有特許がありそれらの中には休
眠されているものもあるはずである。それらの保有特
許を事業別，製品別に見直し，それぞれの価値を見出
していくには，自社が有する事業上の位置づけの理解
と詳細な特許・技術調査が必要である。図 3に示した
ように，他社の問題特許が見つかっている場合には，
それを無効化するために広汎な調査を行うべきであ
る。定常的な他社特許監視活動よりもさらに掘り下げ
た調査が必要になる。一般的には，知財部門が国内公
報さらにはせいぜい海外公報までを調査して他社特許
と比較検討することが通常である。しかし，これでは

図 3�　自社特許発掘による他社問題特許への対応及び無効資料
確保
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全く不十分である。技術部門との連携により他社のカ
タログや技術資料はもちろん，さらには学会誌の解
説，論文や講演予稿集等までも調べない限り他社特許
の無効化可能な資料が見つからないことも多い。海外
についての調査では，現地の特許事務所に依頼する方
法もあるが，スウェーデン特許庁（5）のように数多くの
国（日本やアジアの一部は除く）の文献，特許を受託
調査できる機関も存在する。実際には他社特許への無
効化先制攻撃を掛ける必要は必ずしもないが，いざと
いう時のための危機管理として無効化可能な資料の確
保は有用である。見つかった資料について，弁護士を
交えての無効化可能性の判定を行っておくことも役に
立つ（仮想攻撃シミュレーション）。その結果を事業
部門や経営企画部門など社内に広く知らせておくべき
である。
　これらの資料を確保し，さらに競合他社との当該製
品における知財力の比較分析を行っておくことが事業
の下支えになる。結果として，自社の知財力が他社と
比べて劣る場合には，知財収支バランスを改善するた
めの新たな出願・権利化活動が必須である。この作業
も事業部門，技術部門への働き掛けによる協働職務と
して行ない，かつ特許調査から他社の戦略分析を行っ
て弱点を掴んでおくと後々の係争時などに非常に有効
なはずである。

　3.2�　技術部門との連携による他事業支援への横
展開

　自社の知財に関する通常業務の中，または 3.1 で述
べた自社特許の発掘プロセスにおいて，優れた技術や
他への応用が可能な技術に関する特許を見出せること
がある。この際には，技術部門との強い連携により，
その技術及び特許を他の事業にも展開させることが重
要である。図 4（6）は電機メーカーにおいて，独自の優
れた暗号技術及びパワートランジスター技術に係る強
い特許を他の多くの事業製品に展開，適用（出願し直
して権利化等）して成果を上げた例を示す。暗号技術
及びその特許に関しては，情報通信分野に係わらず重
電機器，産業機器，映像機器などに適用できる。パ
ワートランジスター特許については，もちろんまずデ
バイスとして半導体，モジュール，センサなどに用い
られる。しかしさらに，電力を必要とする電鉄，車載
機器，ひいては人工衛星などにも非常に広い分野で応
用可能である。すなわち，電気エネルギーをパワーと

して利用する全ての事業分野において，他社製品を凌
駕することが可能であるともいえる例である。このよ
うな成果は知財部門のみでは達成できないため，研究
開発部門や事業部門の技術者との協働が必須であり，
得られる成果は全世界的に見ても大きなものがある。

4.自社特許のライセンス供与例
　前述のようにすでに過去において本誌に掲載（4）のよ
うに，他社にライセンスするという研究者の強い意志
がドライビングフォースとなって供与が実現する場合
がある。このためには知財部門の強力な実行力が不可
欠である（7）。それによって社内で休眠していたような
権利であっても，他社に供与できる大きなメリットが
生ずることもある。技術供与実績の例としてケース別
分類したものを図 5 に示す（4）。筆者が中心となって開
発した技術及び出願・権利化した特許を他社に積極的
に供与した案件の一部を示してある。研究開発に伴っ
て出願・権利化を活発に行い，かつ自主的にライセン

図 4　技術・知財の部門連携による開発技術の横展開活用

図 5�　自社特許の他社へのライセンス実施例におけるケース別
分類
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スの売り込みを推進した実績である。他社からのライ
センス要望がある場合は別として，発明者が社内コン
センサスを得た後に渉外部門等の許可を得てセールス
の先頭に立ち，知財部門と協働で他社へ売り込むこと
も可能となる。技術開発プロセスにおいて，まずは発
明者が意欲的に出願しそれを権利化するとともに，社
外に公表した学会発表や論文がそのきっかけとなっ
た。社内において実用化される見込みがない（8），また
は実用化される可能性が高いが他社へもライセンスの
許可が下りた技術（9）及び特許については，図 6 の実例
案件（材料，部品，デバイス関係）に示したように技
術供与のチャンスである。詳しくは文献 4）を参照さ
れたい。特に強調しておきたいのは，もしも社内で内
作しないという技術とその関連特許について，社内コ
ンセンサスが得られた際には，社外に供与してロイヤ
ルティ等で利益を上げる，それによって開発費を回収
することができることである。これには知財部門と技
術部門の強力な連携による協働活動が必須であり，収
入を伴う成果が出れば必ず社内に認められるはずであ
る。本例は，発明者がライセンスに主導的に関与した
ものであるが，本来は知財部門が主体的に実行すべき
アイテムである。

5�.事業終息時，協業時などに敢えて残留・保持
させた特許の活用例

　企業として，自社の事業縮小や終息，及び他社との
協業を行う場合の保有特許の取り扱い（放棄，売却，
相手先への供出，一部残留など）は慎重に考える必要
がある。図 7は例として電機メーカーにおいて，他社
との協業時や事業終息時に自社特許の一部を敢えて残
留・保持した例を表している。知財部門としては，事
業部門，研究開発部門などと協議してこの残留・保持

図 6　自社特許のライセンスにおける具体的な供与案件

する選別の考え方を主導的に主張すべきである。順番
に見ていくと，①の半導体デバイスについては（10），
かつての DRAM（読み出し／書き込みが自由な半導
体メモリ）協業会社の発足時のように，各社から当然
相互供出しなければならない特許群がある。しかしそ
れ以外の特許では，デバイスの基本構造に関するも
の，他のデバイスにも応用（例えば当該案件がメモリ
であれば光素子やパワー素子などへ）可能なものは社
内に極力残留させておくべきである。それらの残留特
許は他素子への応用以外にも，国内外他社との係争に
おいて対抗特許として使用できる。②のリチウムイオ
ン電池（11）に関する特許では，協業時に固有の電池構
成や材料組成に関するもの，電極に関するものなどが
供出する対象の特許であった。しかし，蓄電池，燃料
電池，太陽電池などへの応用（整合するように出願し
直しと早期権利化）が可能なものは積極的に残留させ
ることが重要である。③の一つの家電製品における事
業終息（12）または協業などの場合には，社内に残って
いる他の家電品への応用が可能かどうかを考慮する必
要がある。さらに標準技術や規格関連製品におけるパ
テントプールへの提案ができるかどうかも重要な注意
点である。また営業上，家電品ラインアップの充実な
ど企業としてのプレスティージの観点から，せめて特
許だけは残しておきたいという意向なども考慮すべき
であろう。携帯電話・スマートフォンなど（13）におい
ては，端末以外での応用（例えば映像機器や無線基地
局適用等）が可能な特許であるかどうかなども残留を
熟慮する必要がある。④の自動車部品等に関しては，
国内外での係争が比較的多い案件（14）（15）でもあること
を考え，休眠特許となりそうな特許であっても予備的

図 7�　残留・保持した特許を積極活用する具体例と留意事項
（電機メーカー）
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に多めに残留させておくという措置が役立つことも
ある。

6.係争対応及びM&A，アライアンス対応
　6.1　国内及び海外での係争への対応例
　国内及び海外における特許係争に対して強力な対応
が行えることは，その企業における知財力，ひいては
知財部門の実力を社内外に示す大きなチャンスでもあ
る。特許庁（16）やジェトロ（17）では，海外の知財問題に
ついての対応マニュアル，支援サービスによる指針を
提示している。しかし，実際の係争時にはマニュアル
通りにいかないことも多い。ここでは電機メーカーに
おいて，国内及び海外との特許係争に関して知財部門
が具体的にどう対処したかの具体例を紹介したい。
　図 8は，電子デバイスに関する国内及び欧州での過
去の係争対応例を示したものである。国内及び欧州の
競合他社から次々と侵害警告を受け，これをうまく解
決することが急務となった事例である。対策として
は，国内については自社及び相手会社の製品調査によ
り非抵触主張をまず行った。次いで抽出した自社の保
有権利を精査したところ，そのいくつかが相手会社に
対して対抗できることが判明した。しかし抽出した権
利の存続期間が短かったため，さらに既出願の中から
の抽出と早期権利化の促進で新たな対抗特許の取得を
目指した。同時に欧州の相手会社に対しても同様の対
策を講じたが，その過程での詳細な文献資料調査によ
り相手の権利を無効化できる可能性を見出した。この
ため無効主張で対応し，同じく対抗出願とその早期権
利化を図った。結果は，国内については非抵触，海外
については相手特許無効との成果を得て落着した。

　図 9は新型産業機器における世界レベルでの係争の
対処例を示したものである。世界レベルでの特許問
題・係争に対して，自社の関連特許出願・権利の全件
を動員して対策した状況を表している。欧州において
は，競合他社が自社の欧州拠点にて出願・権利化した
特許の無効を主張してきたことが始まりであった。こ
れに対して自社としては，欧州標準化委員会に本特許
の規格提案を行って認められ，有効な防衛策として講
じることができた。すなわち規格特許化できれば，他
社からは容易に無効化することが難しくなることを利
用したものである。日本及び中国に関しては，機器シ
ステムの駆動方式及び運転停止方式について自社から
有効な特許の先願を行ってあったため，相手の後願の
権利化阻止に成功して対策できた。米国についてはと
りあえずの状況では無風であったが，対象とする相手
社の類似特許出願が無かったこともあり，まずは先願
を行って予防的な牽制を実施しておいた。

　なお筆者らは，特許庁から公表されている書誌事項
などを用い，同一基準（重み付け）で自社及び他社の
全特許の点数付けを行って評価点を集計し，特許力と
して表す手法を提案している（18）。この評価方法では
数理統計手法を用い，対象とする特許全体の価値偏差
値を正規分布化できる。これによって，例えば他社と
の特許力の客観的な相対比較が可能となる（18）。図 10
は，他社からの攻撃の場合におけるこの手法を用いた
比較評価例を示している。他社の対象製品に関する特
許全体の偏差値を疑似的な正規分布曲線で表してお
り，攻撃特許 3件もこの曲線上に乗っている。同時に
自社で抽出した対抗可能と思われる権利 4件も，同様
に全体特許の偏差値分布曲線上に示してある。両曲線

図 9�　新型産業機器における世界レベルでの係争対応例（電機
メーカー）

図 8�　電子デバイスにおける国内，欧州での係争対応例（電機
メーカー）
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及びプロットの比較により両社の優劣をどう見るかは
解釈の仕方によるが，このような解析により，当該製
品全体と攻撃特許に対する対抗特許の有効性を見積
もった特許力から比較評価し，係争などに対処するこ
とが可能である。係争の場合，どちらの特許がどのく
らい強いかを正確に判定することはもちろん不可能で
あるが，知財部門がこのような特許力評価方法を用い
て他社からの攻撃に対処できる，またはあらかじめ備
えることができることは会社としての強みにもなる。

　6.2�　特許力評価によるM&A，アライアンスの
試行検討

　前項で述べたように，各特許について公表されてい
る書誌事項などに同一基準での評価点を与え，数理統
計手法を利用して特許力を客観的に偏差値評価する方
法を，経営面での M&A やアライアンスを想定する
場合にも適用することができる（19）。もちろんいずれ
の場合にも特許力のみで実行の可否が決まるわけでは
ないが，あくまでも比較検討のための一つの（特許と
いう側面から見た）有効なデータにできるのではない
かと考えている。図 11 は，ある会社が新薬の開発の
ために，がん治療薬を得意とする会社と神経痛治療薬
の会社のどちらへの M&A を仕掛けるかを特許面か
ら想定してみた仮想検討例（19）を示す。同じく図 12 は
新規にロボット応用事業を立ち上げたい会社の場合，
アライアンスに加わる 2社（それぞれ健康機器及び医
療福祉機器を開発・販売）ならびに 1大学（サイバニ
クスが専門の研究室）の保有する特許力から考察する
仮想例を示している（19）。いずれも特許件数のみなら
ず，会社全体の特許価値の合計値，最大値を持つ特許

の中味の精査，価値上位が例えば 20％までの特許の平
均偏差値などを前記の統計手法で算出して評価の目安
とする。社内において M&A やアライアンスを想定，
検討する場合，このような手法による各機関の特許力
を簡易的に比較検討できる。この手法に限らないが，
M&A やアライアンスのような企業経営そのものに直
結する課題においても，概略の特許力を見積もれると
いう点から評価の目安となる参考データを提供できる
ことは，社内に知財部門の実力を示すことにもなる。

7�.開発技術の国際標準化，特許のパテントプー
ル適用

　7.1�　国際標準獲得及び標準（規格）特許取得の
重要性

　企業にて開発した技術を国際標準化し，関連特許を
同時に規格特許化する重要性について述べる。国際標
準化する場合の方策や注意点など，及びその事業にお
ける重要性等については比較的多くの報告，解説（20）（21）

が存在する。ここでは標準化に関する目の付け所（図
13），及び標準化活動において規格特許の取得を目指

図 10�　対象製品における自社・他社の特許力正規分布曲線に
よる比較評価例

図 11　仮想（新薬開発）M&Aのための特許力分析評価例

図 12�　仮想（新規ロボット開発）アライアンスのための特許
力分析評価例
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すことの重要性（21）（22）（図 14）について述べたい。図
13 のように，企業にとっては技術の普及，市場の拡
大など国際標準化のメリットは非常に大きい。しかも
企業の責務である品質や安全の確保，WTO/TBT 協
定（世界貿易機関／貿易における技術的障害に関する
協定）など義務とすべき課題もある。これに加えて，
諸外国の戦略的な取り組みの脅威も昨今相当なものが
ある。一方，製品のユーザーにとっては，低コスト
化・調達の容易化，相互接続（互換）性の確保等多く
の利点がある。このような状況下において，近年はい
かに優れた製品であっても，その製品が国際標準に合
致していなければ市場を獲得できないようになってき
ている。さらに，開発技術に関する特許を含む標準が
世界的に増加しているという動向から，事業戦略と整
合させた戦略的な国際標準化の取り組みとともに規格
特許の取得が極めて重要となっている。図 14 のよう
に，開発した要素技術の規格化を提案し，その技術の
特許出願を同時に行って規格特許となるための早期権
利化を図ることが強く要求される（22）。このプロセス
においては，特許の出願・権利化に加えてその特許が
当該標準技術に対して必須のものであるという認定を
得ねばならない。必須特許の認定には第三者機関によ
る判定が必要であり，このような機関として日本知的
財産仲裁センター（23）がある。必須特許の実施許諾団
体とこのセンターとの合意により，申請された特許が
対象技術標準規格で規定される機能及び効用の実現に
必須であるかをセンターが判定する。上記のようなプ
ロセスを経て必須特許認定が達成された際には，会社
及び社内の当該事業部門として新製品・新技術の普及
による国際貢献，国際市場の形成に寄与できる（21）。
それだけでなく規格特許の運用に伴う知財収入が得ら

れ，かつそれをフィードバックすることによる新たな
研究開発成果を生み出せる可能性も秘めている（22）。す
なわち知財部門としては，このような知的創造サイク
ルを事業部門，技術開発部門と協働で回していくこと
が会社内での使命である。

　7.2　購入特許のパテントプール活用例
　特許の活用については，4. で紹介したような自社の
特許を売ろうとする取り組みばかりでなく，必要に応
じて他社からの特許を購入してでも目的を果たしたい
場合がある。購入特許の権利を活用し，国内外の他社
やパテント・トロール（24）（25）からの攻撃に対抗するこ
ともできる。当然，この場合には企業として費用対効
果を十分に考慮して購入を実行する必要があるが，時
として購入特許が大きな収入を生み出すこともある。
図 15 は国内のある電機メーカーが，海外メーカーか
ら比較的多数の権利及び出願中の特許を購入し，パテ
ントプールへ活用（規格特許化）した一例を示す。こ
のような事例では知財部門として，海外の多数国での
権利化や権利者の名義変更，権利分割の手続き，必須
特許認定など多くの煩雑な事務手続きなどが生じる。
しかし，それを乗り越えてうまく活用できたため，多
くの情報通信分野（映像，放送等）（20）（26）のパテントプー
ルからの収入が得られたという実例である。
　開発技術の規格化とパテントプール提案の仕方につ
いては，規格化提案から規格確定，前述のような特許
出願から第三者機関による必須特許認定，及びパテン
トプール提案からライセンス条件確定など，ライセン
ス収入が得られるまでにはそれぞれの複雑な道のりが
ある。これらのプロセスについては他の解説（27）（28）な
どに譲るが，いずれにしても多くの必須特許が認定さ

図 13　自社製品の国際標準化活動における目の付けどころ 図 14�　自社事業における国際標準化活動及び標準知財戦略の
重要性
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れることにより，会社として多額のロイヤルティ収入
を獲得できる。いわゆる真水とも言える多くの利益を
得ることができることは，企業にとって大きなメリッ
トであり，このような知財部門主体の成果はその企業
及び当該事業部門に非常に大きな貢献となる。

8.まとめ
　企業における知財部門の一層の地位向上のために，
今まで以上に積極的に注力して活動すべき項目を選定
し，実務に沿った具体例を示した。以下の 5項目につ
いてポイントを記述する。
　（1）これまで自社に蓄積してきた特許の内容を詳細
にチェックし，新たに有用な権利を発掘して該当する
事業の更なる強化（下支え）を図ることもできる。さ
らに他事業への補強に有効活用すべき特許が見つかる
場合もあり，この際には技術部門との協働によるシナ
ジー（横展開）による波及効果で大きな成果を及ぼす
ことができる。
　（2）発明者及び技術部門と協働で，自社特許の他社
へのライセンスを積極的に図ることが重要である。こ
の際，自社で実施しない権利についても供与を行える
チャンスでもあり，知財部門として主体的に実施すべ
きと考える。
　（3）自社の事業終息時や他社との協業の際に，関連
特許全てを供出せずに供出する特許と自社に残留・保
持する特許の選別が後々重要となる。デバイスや部品
の基本構造に関するもの，他の部品，システム，製品
に有用な特許は極力残留させることを知財部門が主体
的に主張すべきである。
　（4）他社への攻めまたは他社からの攻撃に対抗でき

る特許を知財部門が主体的に判断し，それらを他社と
の知財係争などに役立てることが必要である。
　企業において M&A やアライアンスを想定してい
る場合には，社外の対照会社・機関が保有している特
許の価値を評価できる手法を知財部門で持つことが必
要である。その評価結果を積極的に提示して経営面で
も役に立てることを示すことが重要である。
　（5）開発した要素技術及び製品の国際標準化を精力
的に図るべきである。この際に早期に関連出願を行い，
規格特許の取得に注力することが最も重要である。
　自社特許以外にも他社からの特許購入も考慮に入れ
ることも大切である。さらに購入特許のパテントプー
ルへの投入による規格特許化によって，ロイヤルティ
収入を得ることがその企業への多大な貢献となる。
　終わりに当たり，知財部門が上述のような特許活用
の方策をこれまでよりもアクティブに推し進めること
により，社内のみならず社外においてもその活動及び
実績が認知されるはずである。同時に企業価値の最大
化へ大きく寄与することができると考える。企業にお
ける知財部門がその地位向上のために，特許活用のど
こに注力すべきかという課題に対し，本報告が少しで
もヒントとなれば幸いである。
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